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八幡製鐵所の
引き揚げ社員対策として創業
－当社は、八幡製鐵所出身である
父の山本惣庸が、終戦後、中国や
朝鮮から引き揚げてくる「八幡製
鐵所の離職者の雇用創出」を目的
として創業しました。創業時は十
数名の引揚社員を受け入れ、製鐵
所から出る商品に適さない薄板鋼
板を再利用・加工し容器などを製
作・販売していましたが、その再
利用法について研究を重ね、ドラ
ム缶製造を始めました。
１９５０年の朝鮮戦争時には、米
軍から戦車の燃料補給用ドラム缶
の注文があり、この特需をきっか
けに生産は急速に増大しました。
その後も高度経済成長とともにド
ラム缶需要は伸び続け、現在では
北九州市八幡東区枝光の地に敷地
面積８万�の工場を構え、１０�
～２００�の大小さまざまなドラム
缶を、年間約２００万本製造するま
でに成長しました。
現在では、特殊なろ過方式を採
用して粉塵を完全捕集する集塵機
（バグフィルタ）や粉体、粒状、流

体物質をチューブ内に通すことで
安全に運ぶユニークな搬送装置
（チューブラコンベヤ）の製造など
も行っています。

国内シェア３位のドラム缶製造
－ドラム缶は、耐久性・耐火性に
優れた安全確実な輸送・保管容器
として信頼されており、形や性能
は国際的にほぼ統一されているた
め現場の作業が標準化できるなど
多くのメリットがあります。さら
に、洗浄して４～５回繰り返し使
用した後は、最終的にスクラップ
になり鉄鋼原料として再利用され
るリサイクル・システムが確立さ
れています。地球規模で環境への
意識が高まる中、当社の製造する
ドラム缶は「地球にやさしい優れ
たエコロジー製品」であると自負
しています。
当社では世界標準容量の２００�
缶（国内シェア約１０％）を始め、
農薬用の１０�～２０�缶（同ほぼ
１００％）など、あらゆる種類のド
ラム缶を製造しています。ドラム
缶メーカーは全国で１０社程度し
かなく、岡山以西では当社が唯一
のドラム缶メーカーになります。
そのため、西日本地区では確固た
る営業基盤を持つと共に、トータ
ルでも第３位の国内シェアを占め
ています。

不況を技術革新のチャンスへ
－現在は、ドラム缶業界もこの不
況下で厳しい状況に直面していま
すが、国内のドラム缶販売量は平
成１９年度には、化学製品の生産
増加を背景に過去最高を更新しま
した。好調な需要を支える背景に
は、中国の経済成長といった要素
もありますが、「業界が一丸となっ
て取り組む技術革新」による需要
創出が大きな要素といえます。
ドラム缶業界は、他の製造業と
は異なり、横の連携が強い「オー
プンな業界」です。他の製造業は、
製造工程などを企業秘密とするこ
とが多いようですが、ドラム缶
ユーザーは複数社購買が多いため、
どの会社も一定レベルの製品を作
る必要があります。そのため、新
製品の開発などは各社横並びで始
めることが多く、製造工程は公開
が原則です。また他社の工場見学
なども基本的には自由であり、「技
術は共有財産」であるとの考えで
業界が一丸となってユーザーの高
度化する品質要求に応えています。
業界のそんな強い結束の背景には、
「他の容器に負けないように、ド
ラム缶のシェアを守っていく」と
いう思いがあります。
当社は業界で初めて、ドラム缶
の致命傷ともいえる「漏れ」をほ
ぼ完全にチェックできる「ヘリウ
ム式気密検査装置」を採用しまし

株式会社山本工作所
取締役社長

山本 雄造氏
■創 業：１９４６年５月 ■設 立：１９４８年１１月
■所 在 地：福岡県北九州市 ■資 本 金：２００百万円
■従 業 員：６０５名
■事業内容：鋼製ドラム缶製造、集塵装置・輸送装置など産業機械製造

ほか
■営業拠点：北九州市（本社・工場）、東京・大阪（支店）、大牟田市（工場）
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た。今では、各社で導入されはじ
めていますが、こういった技術革
新を積極的に取り入れ業界をリー
ドしていくことが当社の使命だと
感じております。

地域への思いと
技術を通じた交流
－企業には地域との融和、環境汚
染の防止、文化活動への貢献など、
社会的責任を果すことが求められ
ています。近年は「企業倫理の革
新」をテーマにしたＫＩＴＡ（北
九州国際技術協力協会）の外国人
研修生、高校生のインターンシッ
プ、小学校社会科授業の工場見学
などを受け入れ、地域とのつなが
りを大切にしています。また、全
国から北九州に招致した芸術家と
企業の豊かな技術力を結びつけた
アートイベントに協賛企業として
参加し、鉄を素材にした芸術作品
の制作を支援するなど、技術を通
じて世界との文化交流も行ってい
ます。
さらに北九州市内の重度身障者
授産施設において、理事長、施設
長などの人的支援を行うと同時に、
印刷物の発注や作品の販売協力な
ども積極的に実施しています。こ

のような活動を通して、地域への
貢献を継続していきたいと考えて
います。

「人間尊重」の社風がつくる
企業風土
－当社は１９４６年の創業以来、一
貫して、「融和・誠実・根性・創
造・愛情」を理想の訓として、「人
間尊重」の社風によって経営を進
めてきました。
北九州は、全国でも屈指の「も
のづくりの街」です。そんな「も
のづくり」を支える社員を「鉄冷
え」といわれた時期や、「鉄鋼価
格の高騰」などの厳しい時期にお
いても一人たりとも解雇すること
なく「人間尊重」の精神で、「痛
み」を全社員で共有することで乗
りきってきました。
今後も、地道に着実にオーダー
をこなしていくことで、更なる地
盤の強化とマーケットの拡大を
図っていきたいと考えています。
また、日本経済の構造変化などに
対応し、新しい視点での新技術の
開発や品質の向上に努め、地域か
ら愛される企業を目指していきた
いと考えています。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

工場に入ると人影がほとんど
なく、オートメーション化の進
展に驚きました。また、横の結
束が強い「ドラム缶業界」のな
かで、「技術革新」に率先して
取り組むなど老舗としての当社
の高い誇りを感じました。
日本経済の中で、ドラム缶は
物流の要ともいえます。また、
環境の時代において、ドラム缶
は「リサイクルの優等生」と称
されることも多いようです。今
後も「ものづくりの街」「環境
モデル都市」の北九州発の企業
のひとつとして、製品を通じて
世界の産業発展に貢献されてい
くことを確信しています。

工場全景 ドラム缶に帯をつける工程 当社の製造する各種ドラム缶 ドラム缶を使用したユニークな門松

オートメーション化の進んだ工場内の様子 視察の様子 左から岡田管理本部長、白川北九州営業部長、谷頭取、山本社長
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若干２２歳、
故郷の鹿児島県で創業
－私が当社を創業したのは１９７２
年（昭和４７年）、まだ２２歳の時でし
た。大学進学を目指して単身上京
した私は、自活するために１０種
類近くの仕事やアルバイトを経験
しました。そうしたなかで仕入・
販売の過程を通じた商売の面白さ
や、徹底した接客姿勢などサービ
ス業の原点を学びました。
こうした経験を通じて起業意欲
が高まったことと、人に使われる
仕事より、自分で体を動かす方が
私の性に合うと考えたことから、
大学を中退して故郷の鹿児島に戻
り、長距離トラックの運転手とし
て運送業を始めました。
実は、九州の南端にある鹿児島
県は、貨物の発着量で福岡に次ぐ
九州２番目の市場なのです。物流
の約８５％をトラック輸送が占め
る九州において、当社が鹿児島で
創業したのは、こうした地理的要
因を活かす意図もありました。
その後、７６年（昭和５１年）には個
人事業から法人へ移行するととも

に、現在の「肥後産業」へと商号変
更を行いました。

物流で全国をカバーする、
地場有数の運送業者に
－創業当時は地場産の木材輸送が
中心でした。木材は運賃がすぐに
現金回収できる反面、重量を伴い、
また将来性にも不透明なところが
ありました。そこで、コンクリー
ト二次製品等の輸送へとシフトし
た結果、景気拡大期の建設需要増
加を背景に、当社の車両台数も大
幅に増加していきました。
こうして徐々に業容を拡大する
中で、当社の営業の基盤となる主
要な取引関係を構築することがで
きました。
現在、本体の肥後産業では雑貨
輸送を中心とし、子会社のひまわ
り物流やシステム物流では重量物
など専業輸送を担っています。雑
貨輸送の分野では、県内における
地域一番店を自負しています。
全国を物流でつなぐ長距離輸送
や、九州全域をカバーする地場輸
送に精通した「物流スペシャリス
ト」として、顧客満足を輸送品質
で提供することを目指しています。

「社員一人ひとりの幸せが
当社の基礎」
－製造業が「モノ」をつくる産業
だとすれば、運送業は「ヒト」を

提供する労働集約型産業であり、
「ヒト」が「財産」です。いかに
優れた「人財」を提供し、取引先
の信頼を得るかが重要であり、そ
れこそが当社のセールスポイント
です。
社内の人財育成については、「挨
拶」を「教育の基本」として、毎
日の朝礼で繰り返し徹底していま
す。また、私は朝５時に起床して、
誰よりも早く出社し、社内のトイ
レ掃除を行うことを長年の日課と
しています。こうしたシンプルな
事柄を徹底し、かつ継続すること
が社員教育として何よりも重要だ
と考えています。
また、社員の奥さんの誕生日に、
手書きのお祝いメッセージを送り
始めてから２０年が経ちます。会
社は「人財」すなわち社員あって
のものであり、一人ひとりの幸せ
な家庭こそがその根幹だと考え、
日頃社員を支えている方々へ私か
らの感謝を伝えています。普段接
する機会がない社員の家族も、当
社にとっては欠かせない存在なの
です。

倉庫業開始と熊本支店開設で
物流効率を向上
－モノを「運ぶ」ことがなければ
他の産業は成り立ちませんし、そ
のほとんどをトラック輸送が担う
現状を考えれば、「手から手へ」

株式会社肥後産業
代表取締役会長

肥後 忍氏
■創 業：１９７２年３月 ■所 在 地：鹿児島県鹿児島市
■資 本 金：２６百万円 ■従 業 員：２８３名
■事業内容：運輸事業、倉庫事業、外食事業、タクシー事業、不動産賃貸業
■主な取扱品目：運送（貨物・冷凍・石油）、倉庫（自社物流センター）、

直営レストラン２店舗、タクシー（一般・観光）等
■営業拠点：鹿児島本社、福岡支店、熊本支店（０９年１２月開設）、大阪（営）
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「人から人へ」とモノを運ぶ中小
運送業者は、将来に亘って必要と
される存在だと考えています。
当社は２００９年３月には倉庫業
許可を取得し、本社付近に自社物
流センターと賃貸倉庫を開設しま
した。さらに、冷凍車両やローリー
車を導入し、新たに青果物や石油
輸送に進出するなど、業容拡大と
物流効率の改善に努めています。
また１２月には、益城熊本空港ＩＣ
付近に熊本支店を開設しました。
鹿児島本社と福岡支店の中間に位
置し、長崎・佐賀・大分まで、九
州を面で捉えるための営業拠点と
して、当社グループ内の物流効率
向上に貢献する見通しです。
高速道路の無料化や、燃料の暫
定税率軽減など、運送業界を取り
巻く経営環境には大きな変動が予
想されますが、今こそ当社の「多
様化するニーズに的確に応える」
というビジョンを実践すべき時期
だと捉えています。

積極的な環境問題への取組み
－私は創業直後に二度のオイル
ショックを経験したこともあり、

以前から資源や環境保護の問題に
ついて積極的に取り組んできまし
た。例えば、自社トラックについ
て排ガス抑制フィルターを装着し、
渋滞回避のためのＥＴＣ装着や、
燃費効率向上と運送効率改善のた
めのデジタルタコグラフ装着など、
出来る限りの対策を前倒しで行い、
燃費改善と温暖化ガスの排出抑制
に努めています。そうした活動の
一環として、２００８年には「グリー
ン経営認証」を取得しました。
また、ＣＯ２を吸収する森林を
守ることで地球温暖化防止に役立
ちたいとの思いから、鴨池公園野
球場（鹿児島市、１３，０００�）の約
１３倍になる１６５，０００�（２００９年９
月末時点）の山林を取得しました。
今後、間伐などの整備を行い、森
林保護を通じた積極的な環境活動
にも取り組んでいく所存です。
当社は国内物流の９５％を担う
トラック輸送に携わりながら、地
球環境との共生を積極的に進める
企業として、地域社会に貢献して
いきたいと考えています。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

取引先との信頼関係が重要な
運送業界において、信頼される
人財を育成するために、自ら範
を示し続けておられる会長の姿
勢には大変感服しました。
また、スケールの大きな森林
保護活動を積極的に展開される
など、「社会に貢献する」とい
う経営理念、「肥後スピリット」
の実践に努めておられます。
経営環境には様々な変化が予
想されますが、倉庫業の開始な
ど積極的な業容拡大の取組みに
よって、当社がますます発展さ
れることを確信いたします。

自社物流センター前で 当社の新型トラック

左から鈴木頭取、肥後社長、肥後会長、興梠支店長 物流センターへの搬入作業 物流で全国をつなぐ自社トラック
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独力で取組むことを

決心したしいたけ栽培

－私は２５歳で独立した時、冷蔵

設備を備えてジャガイモの集荷と

出荷を行う青果卸業と、その当時

長崎県で水揚げの多かったいわし

などを冷凍保管する倉庫業を営ん

でいました。当初は順調だった倉

庫業ですが、いわしの水揚げ減少

とともに売上も減少していき、冷

蔵設備のランニングコストが経営

の大きな負担となっていました。

冷蔵庫のアイドル期間を活用で

きる仕事として取組んだのが、現

在のしいたけ生産でした。青果業

に従事するなかで、しいたけを育

てるには原木でなく菌床を用いる

方法が効率の良いことや、自社の

冷蔵庫を菌床栽培に不可欠な生産

施設として使えることなどを知っ

ていました。１９９５年頃、普賢岳

の噴火災害で仕事を失くした人た

ちが、助成事業として菌床しいた

けを栽培しているの知り、私も生

産組合を設立し「菌床しいたけ」

づくりに取組むことを決心しまし

た。

倉庫業の経験を活かして

高品質のしいたけを生産

－最初は全国各地を視察し、手探

りで菌床しいたけの栽培に取組ん

でいましたが、きのこ菌販売会社

の社長や四国在住のしいたけ栽培

の第一人者達に栽培方法を見ても

らい、アドバイスをいただいたの

が大きな転機となりました。

菌床しいたけの栽培は、菌床、

しいたけ菌の選択から始まり、成

長過程での温度、湿度、ＣＯ２濃

度など、きめ細かな空調管理が必

要となります。当組合では倉庫業

での空調調節のノウハウを活かし

て自然に近い状態を創りだし、高

品質のしいたけを比較的スムーズ

に安定生産できるようになりまし

た。当初、日量５００パックほど

だった生産量は、現在、１８，０００

～２０，０００パックにまで達し、全

国トップクラスの生産量となって

います。

安全・安心にこだわった製品を

大市場に大量出荷

－当組合では現在、国産のカシや

シイのほかナラのチップと独自の

栄養体とを混ぜ合わせて菌床を自

社生産し、生産性を大きく向上さ

せています。出来上がった菌床は

直ぐに高熱殺菌を施しますので、

一般の水準では菌床１００万個に

１，０００～５，０００個程度とされる雑

菌混入率は、当組合の場合、１００

万個に１００個程度とほぼ皆無に近

い状態になっています。高熱殺菌

後は、低温（５℃）で一晩安定さ

せてから、しいたけ菌を機械で注

入し、栽培過程へと進んでいきま

す。栽培方法は上面栽培法を取り

入れており、一つの菌床ブロック

からしいたけの収穫が９回可能で

あるなど、生産性の高さには大き

な自信を持っています。

生産工程で農薬は一切使わずに、

菌床の原木や原材料は全て国産の

ものを使っているほか、生産情報

を公開し認証機関（リーファース）

から認証（国産安心きのこ認証）を

受けています。安全・安心に厳し

くこだわった当組合の製品は、青

果業で築いた人的ネットワークを

活かし、東京、名古屋を始めとす

る全国１２の大市場に出荷されて

います。こうした取引が可能であ

るのも、当組合が、安心・安全で

品質の良いしいたけを、安定して

大量生産することができるからだ

と、自負しています。

農事組合法人吾妻しいたけ生産組合
代表理事

伴 謙太氏
■設 立：２００１年１１月 ■所 在 地：長崎県雲仙市
■資 本 金：３，１２０万円 ■従 業 員：１１０名
■事業内容：しいたけ類の生産・販売
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起業による雇用創出で

地元経済の活性化に寄与

－私は一貫して、「地元経済への

貢献」と「農業近代化への寄与」

を経営理念としてこれまで取組ん

できました。こうした考えに至っ

た背景には、１９７０年代から続い

ている長崎県における就業人口の

減少があります。７５年に２５歳で

独立した時も、起業により会社経

営を手がけて地元の雇用創出に尽

力したいという強い思いを抱きま

した。現在は、当組合を含めて４

社を経営し、約２００名の従業員を

雇用しています。

農業の近代化については、法人

化という観点から農業の新しいあ

り方を追求し、生産性や利益率向

上に繋げ、農業の競争力強化に寄

与したいと考えています。今後も

更なる雇用の確保を目指し、地元

経済の活性化に貢献してまいります。

将来の目標は循環型の

有機農業経営

－現在、新たな試みとして、役目

を終えた廃棄菌床を有機堆肥とし

て用いる、有機農業栽培に取組ん

でいます。この菌床堆肥は既に近

隣の農家で試験的に使ってもらっ

ており、レタスなど葉モノ野菜の

生育に非常に有効なことなどが、

これまでの経験でわかっています。

現在、廃棄菌床をボイラー燃料に

用いたハウスでキュウリなどの栽

培を始めていますが、さらには、

生しいたけやキクラゲを栽培し、

年間を通じた栽培体系と低コスト

生産施設の整備を進めたいと考え

ています。将来的には、廃棄菌床

を全てリサイクルして有機野菜栽

培に使う、循環型農業経営を目指

しています。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

伴代表理事は、異業種からし

いたけ栽培という農業に参入さ

れ、瞬く間に菌床しいたけ生産

の第一人者となり、一つの新し

いビジネスモデルをつくられた

といえます。地元経済や農業に

対しても非常に強い思いを抱い

ておられ、とても頼もしく感じ

ます。

循環型有機農業の実践という

目標も、パイオニア精神溢れる

創造性や、持ち前の判断力と行

動力で、きっと実現されること

と確信しています。

しいたけ培養室 出荷用パックの生産工程

出荷される菌床しいたけ 生長するしいたけ 左から伴代表理事、鬼木頭取、久住呂支店長
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アジアの最新ファイナンス事情�
～「アジア財務戦略」講義から～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに
九州大学経済学研究院・ビジネススクールで

は、福岡銀行と連携して昨年度より「アジア財
務戦略」と題した特別講義を開講しています。
これはアジアの金融情勢およびビジネス環境を
主に財務面からレビューするもので、中国経済
の台頭や新興諸国の市場化に伴い拡大するアジ
アビジネスにスポットをあて、その背景となる
ファイナンス事情をレクチャーしていきます。
あわせて毎回新聞記事による生の時事解説も加
え、教室と実体経済の同時進行型講義形式を目
指しています。本誌では２回にわたりこの講義
から、実務家の皆様にも参考となる部分を選ん
でそのポイントをご紹介していきたいと思いま
す。

金融危機とアジア経済
リーマンブラザーズの経営破綻からすでに１

年以上が経過しました。当時の浮足立った状況
は今でも記憶に新しいところです。世界中が金
融システムの崩壊や株価暴落、通貨危機におび
え、ただ嵐の過ぎ去るのを待つのみという状況
でした。そしていま小康状態を取り戻した世界
経済のなかに金融危機は結局何を残していった
のでしょうか。この辺で一度総括してみたいと
思います。
アジアに限って言えば、当時二つのショック

が直ちに懸念されました。すなわち短期的な資
金ショートの問題（マネーフロー）と、中長期的
な輸出減の問題（実体経済）の二者で、前者は１０
年前のアジア通貨危機の再来、後者は８年前の
９．１１テロやＳＡＲＳ感染による不況を思い起こ
させるものでした。この結果アジア株は上海の
７割下落を筆頭に軒並み半値以下に暴落し、い
ずれも金融危機の発信地である米国よりも大き
なショックを受けたことになります。
これは何も不思議なことではなく、アジア経

済はマネーフロー面でも、実体経済構造面でも、
欧米の影響を大きく受ける体質なのです。まず
資金面では、アジアは域内の金融・証券市場が
未整備なため、欧米の短期投機資金を受け入れ
る一方で、余資の運用は欧米の長期債に回すと
いういびつなポジションを取っており、昨年秋
のような信用収縮・流動性低下局面では、海外
からの資金引き揚げや運用先のデフォルトによ
り資金ショートに陥る危険性が高いのです。ま
た実体経済面でも、軽工業品、エレクトロニク
ス製品、観光業など、アジアは最終需要の多く
を欧米に依存しており、欧米消費の落ち込みは
即不況につながります。
しかし、この二つの問題は予想以上に早く解

決されました。ショートタームの資金繰りに関
しては、中国をはじめとして各国政府が大量の
通貨供給と金融緩和を実施した結果、流動性が
回復し信用収縮は収まりました。また通貨価値
についても、韓国ウォンのように一時は半値ま
で下落したケースもありましたが、現在ではい
ずれもむしろ高値基調です。
また実体経済も、欧米の需要収縮により確か

に先進国向け輸出はかなり減少したものの、一
方でアジア域内の消費は思いのほか順調に推移
し、景気を下支えしています。日本は「輸出減
少→雇用調整→消費低迷」という「負のスパイ
ラル」にはまり込んでしまったわけですが、す
でに国内市場が飽和して「お金をもらってもあ
まり買いたい物がない」という日本とは異なり、
アジアではバイク、自動車、家電、ＩＴ、生活

寄稿

１９７７年 東京大学経済学部卒
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル事務所長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。
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図１ リーマンショック後の株価騰落率

雑貨、ファッションなどまだまだ多くの消費財
が普及段階にあり、いわゆる「内需主導の自律
的成長」が可能な状態にあるのです。
この結果アジア各国の株価はいずれも大きく

リバウンドし、ほとんどの国でリーマンショッ
ク前を上回りました（図１）。
内需に頼れない日本がひとり取り残されてい

るのと比べ、まさに対照的です。しかしこの状
況は実は手放しで喜べない事情を含んでいます。
それはこの相場のかなりの部分は人為的な過剰
流動性による、いわば「作られたバブル」であ
るからです。前述のようにアジア各国では金
融・証券市場が未整備で、金融商品の種類が乏
しく余った資金を運用する先が限られています。
それに加えて中国などでは構造的な低金利政策
のせいで銀行預金の実質金利はマイナスという
状態が続き、いきおい株式市場にマネーが集中
してどこも「国営カジノ」の様相を呈している
わけです。また不動産市況も上海、香港、ホー
チミン、シンガポールなどで急騰し、さながら
バブル期の東京のようです。

つまり流動性確保のための大量の資金供給
（輸血）の結果、血圧が高くなりすぎ今度は脳卒
中の危険が出てきたようなもので、ここに来て
インドやベトナムが公定歩合の引き上げに踏み
切ったのに続き、中国人民銀行も国債の売りオ
ペにより市場から資金を吸収し、金融引締めに
転ずる動きが出ています。各国とも当面は為替

と金利と株価を注視しつつ、バランスのとれた
成長を指向することになるでしょう。

人民元をめぐる最近の動き
このところ人民元に関するニュースが頻繁に

流れています。日経新聞のここ１年間の主な記
事を以下に紹介します。
「中国、元の決済解禁へ」（１／９付）

中国政府はＡＳＥＡＮなど近隣国・地域との貿
易取引について、人民元建てでの決済を一部解
禁する方針だ。まず�香港・マカオと上海を含
む長江デルタ地帯・広東省の間、�ＡＳＥＡＮと
雲南省・広西チワン自治区の間の貿易取引につ
いて元決済を試験的に認める。これは中国国内
でしか使えなかった元が国際通貨として一歩踏
み出すことも意味する。ドルの地位が揺らいだ
ときに備え、中国政府はＡＳＥＡＮなどを巻き込
んだ元経済圏の構想を練っているとの憶測もく
すぶる。ただそのためには元をいつでもどこで
も交換できるようにする必要があり、中国政府
は元相場を管理しきれなくなる。元相場の急騰
は中国の輸出にとって大きな打撃となるため、
中国政府は現段階で元の国際化を一気に進める
考えはない。また元建て債券市場が十分に育っ
ておらず、各国は外貨準備で元を保有しても運
用先がない。中国政府は元建て債券市場の整備
に本腰を入れているが、まだ緒に就いたばかり
だ。
「人民元、事実上の固定相場－資金流出懸念で

動けず」（３／２６付）

人民元の対ドル相場が動かない。中国の為替
相場は今も政府が管理しており、背景には当局
の思惑がある。上にも下にもいかず横に伸びた
人民元レートのグラフをみると、固定相場に
戻ったかのような印象を受ける。人民元の対ド
ル相場はほぼ１ドル＝６．８３元。この状態がすで
に９か月近く続いている。
「人民元上昇容認せず－米側けん制か」（５／２９付）

中国政府は世界的な経済危機で苦境に立つ国
内輸出企業向けの新たな支援策をまとめた。人
民元相場の安定を維持する方針を盛り込み、元
相場の上昇を容認しない姿勢をにじませた。ガ
イトナー長官の訪中を控え、中国として譲れな
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日本�

自律的な�
金融政策�

自由な�
国際資本移動�

中国�
（近年）�

安定的な為替レート�
中国�

（1990年代末まで）�
香港�

い一線であうことを示す狙いもあるとみられる。
ガイトナー長官は就任前の今年１月「オバマ大
統領は中国の通貨操作を信じている」と発言し、
中国側の猛反発を浴びた。
「中国本土で元建て債券－英スタンダード銀、

外資初」（６／５付）

英スタンダードチャータード銀行の中国法人
（上海市）は、中国本土市場初の外資による人民
元建て債券を発行することを明らかにした。中
国政府は５月、国際金融センター構想を掲げる
上海市で、外資の人民元建て債券発行を解禁し
たばかり。これは外資系企業の中国国内での資
金繰りを容易にする一方、中国の機関投資家に
も投資先の多様化につながる。
「中国外資上場を容認へ－人民元国際化も狙

う」（７／４付）

中国政府は外国企業による国内市場での株式
上場を容認する方向で検討に入った。すでに解
禁した外資の人民元建て社債発行と併せて、資
本市場を段階的に開放し人民元の国際化にもつ
なげる。中国政府は外国企業が中国国内で資金
調達しやすくなるよう、規制緩和に動き始めて
いる。
「元建て決済外資に解禁－まず三菱ＵＦＪなど」

（９／５付）

中国人民銀行（中央銀行）は、これまで中国系
銀行に限定していた人民元の国際貿易決済業務
を、三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行、英ス
タンダードチャータード銀行、英ＨＳＢＣ、香
港の東亜銀行の中国法人にも解禁した。人民元
の国際貿易決済は７月に一部地域で解禁。外資
系にも解禁することで、人民元の国際化を促す。
「中国、香港で元建て国債－本土外で初」（９／９

付）

中国財務省は８日、香港で人民元建て国債６０
億元を発行すると発表した。中国本土外で初の
元建て国債で、外国人投資家の購入も認める見
通し。域外での元建て金融商品の幅を広げ、人
民元の国際化につなげる狙いだ。
「人民元に切り上げ圧力－資産バブルの恐れ」

（１０／１７付）

人民元に切り上げ圧力が高まっている。回復
傾向を強める中国経済への期待から、国内に短

期の投機資金が流れ込んでいるためだ。中国の
通貨当局は国内の輸出企業を支援する狙いで、
元売りドル買いの市場介入を強化、元相場の上
昇を食い止めている。しかし介入の拡大は国内
の過剰流動性を膨らませ、資産バブルやインフ
レを育てかねないとの懸念も浮上している。
「人民元改革－欧米で対中包囲網」（１１／２５付）

ＥＵは対中不均衡の一因は固定化された人民
元相場にあるとし、柔軟な為替政策を中国に求
める考え。先週の米中首脳会談でもオバマ大統
領が言及しており、欧米による人民元改革の対
中包囲網が強まってきた。

以上これらの記事はすべて人民元の国際化に
関するものだと言えます。私見を述べれば中国
は間違いなく元の基軸通貨化を狙っています。
ドルに取って代わるような地位は無理だとして
も、近い将来アジアの基軸通貨になるべく、懸
命に国際通貨に向けた規制緩和を進めているの
です。ただしいま直ちに元の国際化が一気に進
むと見るのは早計で、最初の記事に記されてい
る通り、中国政府の目下の最優先事項は元相場
の維持です。急激な元高は輸出企業の閉鎖など
から大量の失業者を発生させ、これが暴動など
政治リスクにつながることを最も恐れているの
です。では元相場の維持と国際化は同時に達成
できないのでしょうか。残念ながらこれは互い
にトレードオフの関係にあり、両立しません。
図２は国際金融における「不可能な三角形」と
呼ばれているもので、各国通貨当局の３つの政
策目標すなわち「自律的な金融政策」「自由な
国際資本移動」「安定的な為替レート」のうち、

寄稿

（出所）「アジア財務戦略」講義資料

図２ 国際金融の政策目標達成
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中国株�

非流通株�

流通株�

中国本土�
市場　　�

海外市場�

国家株�

法人株�

従業員株�

A株（人民元建て）�

B株（外貨建て）�

香港市場� H株（中国本土で設立）�

レッドチップ�
（中国本土以外で設立）�

その他の海外市場（N株、L株、S株）�

表１ アジアの代表的な株価指数

市場 株価指数 算出機関

東京 日経平均 日本経済新聞社

上海 上海総合 上海証券取引所

香港 ハンセン 恒生（ハンセン）銀行

シンガポール ST Straits Times（海峡時報）社

（出所）「アジア財務戦略」講義資料

同時に２つまでしか達成できないことを表して
います。
例えば日本は、金融政策と円の国際化は達成

していますが円レートについては管理できませ
ん。どんな円高も受け入れるしかないのです。
また香港は香港ドルの国際化と為替管理（実質
ドルペッグ）はできますが、金利は市場まかせ
で管理できません。ですから時々激しいインフ
レに見舞われます。そして中国は金利と為替
レートは自分で操作できますが、その代償とし
て人民元の国際取引を自由化できないのです。
それでもここに紹介した記事にみられるように、
最近は中国も三角形の頂点から少しづつ内側へ
移動（国際取引を一部解禁）していることがおわ
かりいただけると思います。

アジアの証券市場入門
皆さんは証券会社の店頭などで「中国株ファ

ンド」とか「アジアボンドミックス」といった
金融商品を目にされたことがあると思います。
一昔前ならこれらはハイリスクの金融商品でし
たが、いまや上海市場の時価総額は東証を上回
り、またシンガポールにはジム・ロジャースな
ど世界の投資家が集まっています。表１にあげ
たようなアジア市場の株価指数は毎日世界中で
注目され、金融マーケットを動かしています。

以下ではグローバルマネーが渦巻くアジアの
代表的な証券市場（中国、香港、シンガポール）
を概観してみましょう。
� 中国

そもそも共産主義国の中国に、資本主義の象
徴とも言える株式市場が存在すること自体何か
不自然ですが、実は１９４９年の建国直後に中国は
証券取引所をいったん全廃し、金融も産業もす
べて国が運営してきました。その後�小平の改
革開放政策の下で株式や社債が復活し、さらに

１９９０年になって上海証券取引所が浦東に開設さ
れ今日に至っているわけです。
このような事情から、中国の株式市場はまだ

自由化の過渡期にあり、他国にみられない特殊
な制度がいくつか存在します。図３は中国株の
種類を示したものですが、まず第一の特徴とし
て市場で取引されない「非流通株」が全体の２
～３割も存在しています。
これは国営企業時代の名残で、国や別の国有

企業、労働組合などが民営化の際に資産分配を
受け保有しているものです。そしてこれはかつ
てのＮＴＴ株同様、順次放出されるため株価の
重しとなります。また第二の特徴として、同一
の企業が人民元建てのＡ株と外貨建てのＢ株の
２種類を発行している点です。これは外資には
本来の株式市場（Ａ株市場）を開放せず、とりあ
えず別の市場（Ｂ株市場）で実験的に売買しても
らい、様子を見ながら少しづつ国際化を進めよ
うという試みです。このため同じ企業の株であ
りながらＡ株とＢ株の株価が大きく乖離すると
いう、いわゆる「一物二価」の状態が放置され
ています。第三の特徴は、香港など海外市場に
も上場されている銘柄が多いということで、こ
れを香港ではＨ株とかレッドチップと称して、
純粋な香港企業の株式と区別しています。
このような事情から中国株は独特な値動きを

する場合があります。例えば昨秋の上海市況が
反落した局面（図４）を、日本経済新聞は「上海
総合指数、上値重く」という見出しで報じてい
ますが、そのきっかけとなったのは、９月に開
設された深セン証券取引所の創業板（中国版ナ
スダック市場）に資金が流れたことと、１０月末

（出所）「アジア財務戦略」講義資料

図３ 中国株の種類
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（出所）日本経済新聞記事

図４ 上海株式市場

に行なわれた中国工商銀行の非流通株の巨額放
出です。
一方、中国の債券市場は株式市場とは対照的

に未成熟な状態です。もともと国債や社債の市
場が無く、機関投資家もごく少数に限られた状
況下で、イールドカーブもまだはっきりとは成
立していません。種類別の発行残高をみても、
国債と国営銀行債で９割以上を占め、社債は一
部の優良な大企業が発行している程度です。中
国政府は社債市場の整備に意欲的ですが、規制
の撤廃や透明性の確保が前提となるだけに当分
は難しいと思われます。

� 香港

香港は１９９７年に中国に返還されて以降も従前
の自由経済体制を保障され、国際金融センター
としての地位を保っています。取引の自由、取
引の透明性、英国の法律・会計制度、英語社会
など中国にない様々な長所がある上、税率の低
さも評価され、さらに中国へのゲートウエイ市
場として中国、欧米日双方からのマネーが集積
しています。特に株式市場は近年中国企業によ
る大型ＩＰＯ（新規上場）が相次ぎ、活況を呈し
ています。もともと香港経済はさきほどの「不
可能な三角形」でみたように金利変動をコント
ロールできず、また銘柄が金融と不動産関係に
偏っていたため、これが株価の撹乱要因となっ
ていましたが、さまざまな中国企業の参加によ
りバランスの取れた構造に転換しつつあります。
ただ反面、中国企業特有の不透明な売買や不十
分な情報開示、横領や計画倒産など劣悪なガバ
ナンスという問題も増加しつつあります。
一方香港の債券市場は、中国と同様未成熟な

状態です。香港は健全財政で国債の発行がほと

んど無かったことや、社債はニューヨークやシ
ンガポールなど海外市場で発行する方が低コス
トであったため、鉄道債など一部の公営企業債
に限られています。これがアジア三大市場のう
ち、香港が東京、シンガポールに遅れをとって
いる点でもあります。
� シンガポール

シンガポールは名実ともにアジアで最も国際
化された金融市場です。欧米系の投資銀行や格
付会社はシンガポールにアジア本部を置いてお
り、例えば日本企業のＭ＆Ａや日本国債の格付
は東京ではなくシンガポールで行われています。
欧米人にとってシンガポールは英国と同じ言葉、
同じルールですべてが処理できる「アジアのな
かの英国」であり、金融危機下においてもむし
ろ資金の逃避先として強い信頼を置いています。
特に債券市場はいわゆる「外－外取引」の典

型で、発行体も買い手も外人という形が一般的
です。まさに「自国には強い選手はいないが世
界中の一流選手がここで試合をする」というウ
インブルドン現象そのものです。また富裕層の
資産運用市場としても急拡大を続けており、ス
イスに代わる地位を得るとの見方もあります。
さらに他民族国家であるため、昨今注目を集め
るインドビジネスやイスラム金融にも強いこと
から、世界のマネーの集積地として注目されて
います。
一方、株式市場は外資系経済という産業構造

を映じ、世界の名だたる企業が上場してはいる
ものの国内企業の層の薄さからやや発展性に欠
けます。これはちょうど地場企業の集積がいま
一つで、今後の市場活性化が課題となっている
日本の各地方の証券取引所と同様の環境にあり
ますが、シンガポールの場合はシドニーなど海
外市場との提携（上場企業の相互乗り入れ）に活
路を見出そうとしています。
以上アジアの３市場をみてきましたが、文字

通り三者三様で、それぞれの生い立ちにより長
所短所があることを認識いただきたいと思いま
す。上場、起債などアジアでの直接金融による
ファイナンスに際しては、これらの状況を踏ま
えて最適な手段とタイミングをご選択下さい。

寄稿
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福岡� 熊本� 長崎�

ＢＳＩ調査による景況感の変化

福岡県、熊本県、長崎県の企業を対象に行いました「企業動向調査アンケート（０９年１０月実施）」
を基に、３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新しい動き
などについてレポートします。
なお、詳細資料についてはＨＰ（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感

４～６月期に底打ちし、１０～１２月期以降も改善

を見込む

内閣府が公表した２００９年７～９月期のＧＤＰ

（２次速報値）では、物価変動を除いた実質成長

率で前期比０．３％増（年率１．３％増）となりました。

４～６月期（年率換算２．７％）から２期連続のプ

ラス成長は維持されましたが、伸び率は大幅に

鈍化しました。

一方、当社が０９年１０月に実施した調査では、

九州（福岡県、熊本県、長崎県）の企業景況感は

７～９月期に大きく改善し、先行きも持続的な

上昇を予想する結果となりました。ただし、足

下の事業環境の変化は激しく、特に先行きは不

透明さを増し、２０１０年以降の動向については注

視していく必要があります。

本調査では福岡、熊本、長崎の企業約５００社

を対象に実施した、景況感アンケートの結果に

ついてレポートします。

まず、福岡、熊本、長崎の３県企業の業況Ｂ

ＳＩ「７～９月期実績」をみると（図１）、福岡

県で▲４４（前期比＋９）、熊本県で▲３６（同＋１５）、

長崎県で▲２６（同＋８）と、３県ともにマイナス

水準にあるものの「改善」の方向にあります（改

善幅が最も大きかったのは熊本県）。

続く１０～１２月期（見込み）では、福岡県は▲３５

（前期比＋９）、２０１０年１～３月期（予想）でも▲

２０（同＋１５）と引き続き「改善」すると予想して

います。熊本県は１０～１２月期（見込み）に▲３４と

「僅かに改善」し、１～３月期（予想）に▲２２へ

と「改善」が予想されています。長崎県は、１０

～１２月期（見込み）は▲２７と「僅かに悪化」した

後、１～３月期（予想）は▲２２と再び「改善」す

ると予想されています。

業況ＢＳＩの一連の動きから、福岡県は４～

６月期、熊本県と長崎県は１～３月期に、企業

景況感は底を打ったと判断されます。

３県の業況ＢＳＩでは、７～９月期以降も引

き続き上昇のトレンドを示しています。ただ、

改善の状況をみると、福岡県と熊本県は１０～１２

月期（見込み）から１０年１～３月期（予想）にかけ

て１０ポイント超、長崎県の改善幅は５ポイント

と、３県ともにＢＳＩは改善の方向にあるもの

の、依然マイナスとなっています。

次に、製造業と非製造業に分けてみると、７

～９月期の製造業は、福岡県で▲５０（前期比＋

７）、熊本県で▲５２（同＋９）と改善しましたが、

長崎県は▲４２（同－１５）と悪化しました（図２）。

図１ 業況ＢＳＩの推移（全産業）

地域経済調査

表１ 回答企業の業種別構成

業種 企業数 構成比（％） 業種 企業数 構成比（％）
食料品 ２６ ５．２ 漁業 ６ １．２
繊維製品 ６ １．２ 建設業 ７３ １４．５

化学・石油製品 １８ ３．６ 卸売業 ６２ １２．４
生コン・窯業・土石 ３２ ６．４ 小売業 ６２ １２．４
鉄鋼・非鉄 １４ ２．８ 不動産業 １５ ３．０
金属製品 ２３ ４．６ 運輸・倉庫業 ３１ ６．２
一般機械 ２８ ５．６ ホテル・旅館業 ２１ ４．２

電子部品・電気機械 １６ ３．２ サービス業 ３６ ７．２
輸送用機械 ２３ ４．６ その他 １ ０．２
その他製造業 ９ １．８ 合計 ５０２１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。※鉄鋼・非鉄については福岡
県・長崎県のみ
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リーマン・ショックの影響が大きく、落ち込み

が厳しかった熊本県と福岡県は、１０～１２月期（見

込み）以降、１～３月期（予想）でも、さらに改

善を見込んでいます。

一方、長崎県は１０～１２月期（見込み）以降、再

び「改善」に転じることを見込んでいますが上

昇幅は小さく、改善の見込みは他の２県よりも

弱いものとなっています（図２）。（詳しい資料

はＨＰに掲載）

業種の動きを見ると、７～９月期以降、横這

いも含めて３期連続して改善している業種が、

福岡県は３業種（一般機械、生コン、鋼鉄・非

鉄）、熊本県も３業種（金属製品、輸送用機械、

化学・石油製品）みられます。しかし、長崎県

には安定した動きの業種がみられず、製造業全

体の動きの弱さに繋がっています。

次に、非製造業については、製造業と比べ総

じて不安定な動きを示しています（図３）。７～

９月期には福岡県で▲４０（前期比＋１０）、熊本県

で▲２１（同＋２２）、長崎県で▲１８（同＋２０）と、

３県ともに景況感は改善し、特に熊本県、長崎

県では殆どの業種の指数が上昇し、大幅な改善

となりました。しかし、１０～１２月期（見込み）で

は低下に転じるものの、翌１～３月期では不動

産業やホテル・旅館業などを中心とした年度末

需要により、上昇を予想しています。

一方、福岡県の動きをみると、７～９月期の

時点で全体の指数の伸びは他県より緩やかに

なっています。しかし、１０～１２月期（見込み）以

降、卸売業、小売業の指数が改善に転じ、非製

造業全体の上昇の動きにも大きく寄与していま

す。

全産業（製造業＋非製造業）における県別での

動きをまとめると、１～３月期から４～６月期

にかけて景況感が底打ちした後、福岡県と熊

本県は７～９月期以降も上昇トレンドがしっ

かりとしており、長崎県では上昇の動きが弱

いものとなっています。これは、製造業におけ

る各県の主要産業の業況が、どれくらい安定し

た動きを示したかを反映したものとなっていま

す。

このように九州においては、底打ち後も上昇

トレンドが予想されていますが、その状況は県

域によって異なった動きとなっています。

図２ 業況ＢＳＩの推移（製造業）

図３ 業況ＢＳＩの推移（非製造業）

図４ 業界の新しい動き（複数回答）

地域経済調査
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２．経営課題とその具体的対応策

●業界の新しい動き

経営多角化などが増加

業界の新しい動きを尋ねたアンケート結果の

中で、最も大きなテーマは「新市場の開拓

（４１．８％）」となっており、以下「新製品・新商品の

開発（３６．８％）」、「経営の多角化（２７．４％）」が上位

３番目までのテーマとして続いています（図４）。

前々回の調査結果（０９年４月）と今回（０９年１０月）

の結果を比較すると、「経営の多角化」（＋６．１Ｐ）、

「新技術の導入」（＋５．６Ｐ）の回答割合が増加し

ており、自社経営資源の活用や新技術の導入に

より、現状打破に取組む姿勢が窺われます。

そのほかの項目で調査結果に変化が見られた

のは「労働時間の短縮」（－９．０Ｐ）で、生産調整

の緩和が進んだことを反映したものと考えられ

ます。

●経営課題

価格低迷の影響が広がる

経営課題を尋ねたアンケート結果のトップは

「販売・受注不振（６５．４％）」で、以下「他社と

の競合（６０．３％）」、「価格競争の激化（４７．４％）」、

「人材・人手不足（質）（３３．８％）」、「製・商品価

格の低迷（２９．６％）」と上位５番目までのテーマ

は０９年４月の結果と変動はありませんでした

（図５）。

０９年４月の調査結果と大きな変化があったの

は「材料費の高騰」（－７．７Ｐ）、「製・商品価格

の低迷」（＋５．２Ｐ）などで、材料費の高騰は沈

静化した一方、販売価格低下の影響が広がって

いることが確認できます。

●経営課題への具体的対応策

業況改善を反映し、販売促進強化などの回答割

合が増加

経営課題への具体的対応策を尋ねたアンケー

ト結果の中では「必要経費の削減（６８．４％）」、「販

売促進強化（５８．６％）」、「技術向 上 の 促 進

（３４．９％）」が上位項目となっています（図６）。

０９年４月調査時と順位は変わっていないものの、

「販売促進強化」の回答割合が４．３Ｐ増加、「必

要経費の削減」は４．３Ｐ減少したほか、「新製（商）

品、サービスの開発」が４．１Ｐ増加しています。

経営環境は厳しい状況が続いていますが、０９

年４月以降の業況改善を反映し、積極的な対応

策の回答割合がやや増加する結果となりました。

（島浦 誠）

図５ 経営課題（複数回答）

図６ 経営課題への具体的対応策（複数回答）
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３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県４２３社（回答企業１６２社、回収率３８．３％）
熊本県２３４社（回答企業９１社、回収率３８．９％）
長崎県４６１社（回答企業２９９社、回収率６４．９％）

２．調査時点：２００９年１０月中旬～１０月下旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００９年７～９月期：実績、０９年１０～１２月期：見込み、
１０年１～３月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企業
割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）を
基に経済動向を予測

図７ 売上高と経常利益（全産業）

図８ 仕入価格と販売価格（全産業）

図９ 在庫と操業度・稼働率（全産業）

地域経済調査

●売上高と経常利益
◆全産業：売上高、経常利益とも４～６月期を
底として上昇に転じ、１～３月期（予想）にか
けて持続的上昇が見込まれています。

◆製造業：７～９月期以降、持続的に改善を見
込んでいるのは、売上では化学・石油製品、
鉄鋼・非鉄、経常利益では、金属製品、電子
部品・電気機械、一般機械です。

◆非製造業：７～９月期以降、持続的な改善を
見込んでいるのは、売上高では小売業、運輸・
倉庫業で、経常利益では、漁業のみとなって
います。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：仕入価格、販売価格ともに４～６月
期に急激に低下し、その後、仕入価格の指数
は緩やかに上昇して０水準（前年同期と不変）
に近づきますが、販売価格はほぼ横這いで、
前年比低下での推移を予想しています。

◆製造業：仕入価格上昇の業種は繊維製品、窯
業・土石・生コンで、化学・石油製品も先行
き上昇を予想しています。

◆非製造業：販売価格について、全業種に亘っ
て低下しているという回答割合が高くなって
います。

●在庫と操業度・稼働率
◆全産業：在庫は過大の状態から適正水準へ一
層近づき、操業度・稼働率は７～９月期に改
善へ転じました。

◆製造業：操業度・稼働率は改善に動き始めた
が、前年水準以上との回答割合は６割となっ
ています。

◆非製造業：在庫水準はほぼ９割が適正と回答
しています。
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医療機関向け「経営セミナー」開催

医療制度改革や競争の激化などで、現在、医療機関には経営体質の強化が求められています。ふくおかフィ

ナンシャルグループでは、総合メディカル株式会社 コンサルティング事業部調査役 河東茂明氏 を講師

にお迎えし、「これからの病院・診療所の経営戦略」と題して、経営改善のポイントや今後の医療機関の方

向性についてご講演いただきました。１０月２１日（病院向け）、１１月８日（診療所向け）に開催されたセミナー内

容の一部をご紹介します。

経営改善のポイント

河東氏は、病院の事務長を経て、

現在総合メディカル株式会社にお

いて、多くの医療機関に対する医

療経営コンサルティングに携わっ

ています。その経験から「近年の

診療報酬のマイナス改定により収

入が減少する中で、医療機関は収

益の確保や患者サービス向上のた

めの業務の見直しが経営体質の強

化や経営改善に繋がる」と力説さ

れました。

コスト面から受付や診療報酬の

請求業務を行う医療事務、給食業

務等を外部委託している医療機関

があります。このような場合、委

託（費）料の見直しを定期的に行う

ことと、委託業務の内容や精度を

改善することが重要となります。

具体的な事例として「診療報酬

事務は、適切に保険請求が行われ

ているかを確認し、算定漏れの防

止や査定率＊１を引き下げていくこ

とで、収入のロスが抑制できる」

と改善ポイントを解説されました。

現在、経営課題の一つとなって

いるのが医療費の未収金問題です。

四病院団体協議会＊２の調査による

と、一病院当たりの未収金平均額

は約４，７９０万円に上っています。

未収金は、病院経営の資金繰りに

影響するだけではなく、回収業務

の負担増加となり軽視できない問

題となっています。

河東氏は、「受付時から未収金

を発生させないような仕組みづく

りが必要。まず、未収金対策とし

ては、自院のマニュアルを構築す

ることが効果的である」とアドバ

イスします。

医療機関の方向性
「魅力ある医療機関」

続いて、経営コンサルタントの

立場から、「自院の経営方針を策

定するにはＳＷＯＴ分析が有効で、

自院の強み（ブランド）を患者及び

地域にアピールすることが重要」

と指摘されました。

近年、患者の医療機関への要求

が高まっており、患者目線での接

遇やわかりやすい説明が求められ

るようになりました。厚生労働省

の２００８年「受療行動調査」によ

ると外来患者が医療機関を選ぶ際

に必要とする情報の第１位は「医

師などの専門性や経歴」、第２位が

「受けることができる検査や治療

方法の詳細」という結果になりま

した。自院の特徴や診療内容等情

報を分かりやすく患者に提供する

ことが来院のポイントと言えます。

これからの医療機関の経営では

医療の質の向上とともに、患者に

適切な情報を提供し「魅力ある医

療機関」を目指していく必要があ

ります。

最後に河東氏は、「地域密着型

医療機関は、地域住民、自治会な

どとのコミュニケーションを図り、

地域に選ばれる医療を提供するこ

とが大切」と締めくくられました。

２０１０年度診療報酬については、

１０年ぶりのプラス改定の方向で

議論されていますが、医療機関に

は医療制度改革や診療報酬改定に

沿った経営戦略とともに地域に密

着した医療サービスや患者サービ

スが求められています。

（稲葉 修一）

ＦＦＧニュース

Keyword
※１ 診療報酬の請求事務で、診察内容が適切でないとされ、診療報酬が減点される率。（ゼロに近いほどロスが少ないことを示す）
※２ 四病院団体協議会とは、社団法人日本医療法人協会、社団法人日本精神科病院協会、社団法人日本病院会、社団法人全日本病院協

会で構成される民間病院を中心とした病院団体の集まり。

セミナー風景
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「大連‐地方銀行合同ビジネス商談会」開催

ふくおかフィナンシャルグループの福岡銀行、熊本ファミリー銀行、親和銀行は今年１１月、中国大連市に

おいて「大連市投資環境視察」および「大連‐地方銀行合同商談会」を地銀８行と合同開催しましたので、

その概要をお知らせします。

１．大連市投資環境視察ツアー

この視察ツアーは、大連でのビ

ジネスに関心のある日本企業を対

象として、１１月２２日�に開催さ
れました。

視察には各銀行のお取引先など

総勢１７２名が参加し、３コースに

分かれて大連の産業集積地区等を

訪問しました。私たちのコースは、

大連市高新園区（ハイテクパーク）

と旅順経済開発区を視察し、大連

の経済情勢や投資環境、工場運営

などについての説明を受けました。

大連ハイテクパークは、１９９１

年３月に中国国内第一陣で設立さ

れた国家級（中国国務院による批

准）のハイテク産業拠点の一つで

す。一定の基準を満たした企業は、

内外企業の法人税率が統一された

現在でも、税制の優遇などを受け

られます。

ＳＯＮＹ、ＩＢＭなど世界の有

名企業が多数進出している大連ハ

イテクパークでは、新日本製鐵が

技術支援を行っている現地企業の

工場を訪問しました。

工場内には最新鋭の機械類やパ

ソコンが設置されるなど設備の充

実もさることながら、従業員の意

欲的な仕事ぶりに大変な活気を感

じました。また、その活気が、中

国国内でもＧＤＰ伸び率が極めて

高い大連を象徴しているという印

象を受けました。

大連や旅順は、ＢＰＯ（ビジネ

ス・プロセス・アウトソーシン

グ）業務の大集積地として有名で

す。米国のＧＥや、中国のＢＰＯ

大手企業が進出し、高い技術力や

語学力、安い労働力を武器に世界

の有名企業からデータ入力やコー

ＦＦＧニュース

大連に進出している企業のロゴマーク

投資環境についての説明（旅順経済開発区）

大連市のＧＤＰの推移

（資料）中国統計年鑑、大連統計年鑑
（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）大連事務所 視察工場での説明
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ルセンターなど、企業のバックオ

フィス業務を請け負っています。

日本の企業にとって脅威といえ

ますが、事業の効率化・分業化を

検討する際には大連が有力な候補

地となるかもしれません。

２．大連‐地方銀行合同ビジネ

ス商談会

視察ツアーの翌日（１１月２３日）に

開催した商談会には、中国での販

路開拓や資材調達などのパート

ナーを求める日本企業８４社が参

加し、日中の企業１５８社と延べ約

８５０件の商談を行いました。

この商談会は、大連市政府と各

銀行の駐在員事務所が協力して中

国企業（日本の現地法人含む）を招

聘し、事前に商談相手をアレンジ

したため、具体的かつ効率的な個

別商談が行われました。

どの業種も活発に商談が行われ

ましたが、とくに水質浄化製品や

空調設備など、環境・省エネ関連

の引き合いが多かったようです。

また、商談後に中国の船舶機器

メーカーを訪問するなど意欲的に

商談する企業もありました。

アンケートより

参加企業にアンケートを実施し

たところ、１社あたり平均７．３社

の企業と商談を行い、約９割の企

業が「何らかの成果があった」、

また７割の企業が「次回も参加し

たい」と回答しています。

また、予定していなかった中国

企業が来場したため、「商談時間

が足りなかった」という声もあり

ましたが、「大連がこんなに身近

に感じるとは思っていなかった」

や「今回の商談会を機に、大連地

区での顧客開拓や販売拠点開設等

を検討したい」、「中国企業と相互

に訪問する約束ができ、今後に期

待が持てる」といった感想が聞か

れました。

日本からの参加企業同士の商談

も行い、幅広い地域の地方銀行に

よる合同開催ならではの交流が実

現しました。

ふくおかフィナンシャルグループ

の中国ビジネス支援

ふくおかフィナンシャルグルー

プでは、お取引先企業の中国ビジ

ネス支援のため、大連、上海、香

港に駐在員事務所を設置していま

す。また、小報２００９年４月号、７

月号でご紹介している「大連チャ

レンジショップ」（日本製品のテ

ストマーケティング拠点）の出展

企業を継続的に募集しています。

今後も、海外向けの販路拡大や

資材調達などを目的としました各

種商談会を企画してまいりますの

で、是非ともご活用ください。

（大野 哲）

名 称
大連－地方銀行
合同ビジネス商談会

内 容 個別商談会

日 時 平成２１年１１月２３日�
場 所 大連フラマホテル

業 種
環境、省エネ、食品、
雑貨、ＩＴなど

特 徴

参加企業の商談希望に基づいて
事前に商談相手を選定し、タイ
ムスケジュールに沿って個別商
談を実施

主 催

大連市人民政府
ふくおかフィナンシャルグルー
プ（福岡銀行・熊本ファミリー銀
行・親和銀行）、伊予銀行、大
垣共立銀行、京都銀行、山陰合
同銀行、八十二銀行、広島銀行、
ほくほくフィナンシャルグルー
プ（北陸銀行・北海道銀行）

商談風景�

商談会開会式

■開催概要

商談風景�
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半導体関連イベント「第９回半導体実装国際ワークショップ」開催

ふくおかフィナンシャルグループでは、九州の基幹産業である半導体産業の振興に向けて、地場半導体関

連企業の業界動向に関する情報収集・ビジネス交流を支援するため、今年１１月に財団法人九州経済調査協会

などとの共催で「第９回半導体実装国際ワークショップ（以下：ＭＡＰ２００９）」を開催いたしました。国内外

から２８社・団体が出展、半導体業界の関係者２６６名が来場し、活発な情報交換や個別商談会などが行われま

したので、本稿では、九州の半導体産業の概要や現状について簡単にご紹介した上で、ＭＡＰ２００９の内容を

ご紹介します。

九州の半導体産業の概要と現状

九州にはこれまで約４０年かけ
て７００社以上の半導体関連企業が
集積し、「シリコンアイランド」
と呼ばれるほどの、世界でも有数
の半導体生産拠点になっています。
以前に比べるとそのシェアは低下
しましたが、九州は現在でも世界
の約５％、日本の約３０％の半導
体デバイスを生産しています。
九州の半導体産業の大きな特徴

として、大手企業の生産を支える、
高い技術を有した地場企業が多数
存在していることが挙げられます。
そうした地場半導体関連企業の中
には大手企業の下請けとして技術
力を高め、自社ブランドの製品を
開発、製造、販売する企業へと脱
皮するところも数多く存在してお
り、半導体産業は九州において厚
みのある産業を形成しています。

半導体市場は２００８年秋からの
世界的な景気悪化局面において、
急激に市況が悪化しました。九州
もその影響を受けて、大手半導体
メーカーの工場稼働率が大きく低
下し、地場企業の受注も大きく落
ち込む等、厳しい状況に陥ってい
ます。
半導体市場は現在も厳しい状況
が続いてはいますが、世界各国の

積極的な景気対策の効果もあって、
パソコン（ネットブック等低価格
パソコンの販売拡大やウインドウ
ズ７効果も寄与）、デジタル家電
製品や自動車等の半導体を使用す
る製品の販売が拡大したため、市
況は２００９年当初の予測よりも早
期に回復しつつあります。実際、
九州の半導体関連産業の生産指数
は２００９年２月の前年比▲６７．５％を
底に、同年１０月には前年比▲８．２％
にまで回復しています。そして、
その半導体市場の回復を牽引して
いるのは新興国、特に中国を始め
としたアジア地域です。
アジア地域は現在でも世界最大
の半導体市場・生産地域ですが、
今後はその重要性が更に高まって
いくことが予測されています。九
州の半導体関連企業にとっても、
今後の事業展開を考えていく中で

ＦＦＧニュース

■ＩＣ生産額の推移と九州のシェア

（出所）九州経済産業局

■九州の半導体関連産業の生産・在庫指数
（前年同月比）の推移

■地域別半導体市場の推移と今後の見通し

（出所）ＷＳＴＳ（世界半導体市場統計）発表資料を基にふくおかフィナンシャルグ
ループ作成

（出所）九州経済産業局
半導体関連産業＝半導体デバイス製造＋半導体製造装置製造＋半導体部品
関連製造などの合計
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「アジア」というキーワードは欠
かすことができないものとなって
います。

ＭＡＰ２００９開催概要

ＭＡＰは、「アジア地域を始め
とした海外と九州の半導体関連企
業とのビジネスネットワーク構
築」と「業界の最新動向発信」を
目的に、２００１年から毎年開催さ
れているイベントです。第９回目
となる今年は、１１月１１日�～１３日
�に福岡市で開催され、海外から
の参加者１９名も含めて、業界関
係者２６６名が参加し、セミナーや
個別商談会、ポスター・製品サン
プルの展示、交流会、そして半導
体関連工場の視察などが行われま
した。
セミナーでは半導体業界の最新
技術やビジネスの動向について、
第一線で活躍している経営者・技
術者によるプレゼンテーションが、
「アジア」というコンセプトに基
づき、全て英語で行われました。
また、個別商談会では参加企業の
ニーズに基づき、大手、地場、海
外を問わず、幅広い企業同士の商
談が行われ、全体の約２割が成約
見込みとなっています。そして、
工場見学では世界でもトップクラ

スの半導体製造装置メーカーであ
る東京エレクロン九州本社・合志
工場や、最近注目を集めている製
品（パワー半導体）を手がけている
三菱電機パワーデバイス製作所熊
本工場に訪問し、活発な情報交換
が行われました。
また、ＭＡＰには例年海外の業
界関係者が数多く参加しています
が、今回は今後半導体産業の発展
が予測されているインドから９社
参加し（うち８社は共同出展）、日
本におけるビジネスパートナーの
発見などを目的に、地場半導体関
連企業との個別商談会などに参加
しました。
半導体市場が厳しい状況にある
ことなどから、参加者数や出展者
数は前年より若干減少しましたが、
会場では参加者による活発な情報
交換・商談などが行われました。
ふくおかフィナンシャルグループ
も昨年に引き続き主催者として参

画し、お取引先企業の商談のアレ
ンジなどを行いました。

参加企業の評価

ＭＡＰ２００９の出展企業からは、
参加者数の少なさを残念がる声も
聞かれましたが、「業界・企業の
キーマンと接触することができ、
貴重な情報を入手することができ
た」「直接商談に繋がらなくても、
個別商談会での情報交換を通して、
普段気付けないことを気付くこと
ができた」「大規模なイベントに
比べてより密度の高い商談を行う
ことができた」など、前向きな感
想が聞かれ、８割以上の企業から
「次回も出展したい」という意向
が聞かれました。
また、来場者からも、「半導体
技術の最新動向を知ることができ
て有意義だった」「次回は太陽電
池、ＬＥＤ等の動向について知り
たい」などの声が聞かれました。

ふくおかフィナンシャルグループ

の取組み

ふくおかフィナンシャルグルー
プでは九州の基幹産業である半導
体産業の振興のため、今回ご紹介
したＭＡＰのような商談会開催等
による地場半導体関連企業の皆様
の取引拡大サポートに取組んでき
たほか、財団法人九州経済調査協
会との共同研究活動をとおして地
場半導体関連企業の皆様が事業展
開を考える上でのご参考となるよ
うな情報の発信等にも取組んでま
いりました。
今後とも、地場金融機関として
のネットワークなどを活用し、九
州の半導体産業振興に向けた活動
に取組んでまいります。

（花谷 禎昭）

開 催 日 時 平成２１年１１月１１日�～１３日�（１３日は半導体関連工場の視察のみ）

会 場 ＪＡＬリゾート シーホークホテル福岡

主 催

ＭＡＰ２００９実行委員会、アジア半導体機構（ＡＳＴＳＡ)、日本貿易振興機構（ジェトロ）、
電子情報技術産業協会、九州半導体イノベーション協議会、福岡県、福岡市、北九
州市、福岡県産業・科学技術振興財団、東アジア経済交流推進機構、九州経済国際
化推進機構、九州経済調査協会、ふくおかフィナンシャルグループ

内 容

①セ ミ ナ ー：国内外を問わず最新の技術・ビジネス動向に関するプレゼンテー
ション

②個別商談会：事前アンケートに基づいた個別商談
③ポスター展示：会場内にポスターや製品サンプルの展示
④交 流 会：参加企業同士の交流会
⑤工 場 視 察：九州内の半導体関連企業の視察

実 績

参 加 者 数：２６６名（うち海外：インド・アメリカ・韓国・台湾などから１９名）
ポスター展示数：２８社・団体（うち海外：インドから２社・団体）
セ ミ ナ ー：３１本（うち海外関係者によるもの１５本）
商 談 件 数：２０５件／成約見込３９件

ポスター展示会場の風景

■ＭＡＰ２００９開催概要
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REPORT 香港で施行される「食品栄養表示法」について
１．はじめに

香港は日本にとって農水産物や食品の最大の

輸出先であり、年間約７９５億円（２００８年）の取引

が行われています。「食品栄養表示法」の施行

を来年に控えた香港では、流通業界を中心とし

てその対応方法に大きな関心が集まっています。

同法の施行で影響を受けるのは包装済みの食品

で、日本で製造・包装された食品だけでなく、

香港で販売される全ての包装済み食品（一部を

除く）で対応が必要となります。では、その法

律の概要と、必要となる対応についてご紹介し

ましょう。

２．食品栄養表示法の概要

食品栄養表示法は、小売店で販売される包装

済み食品に栄養成分表示を義務付けることで、

増加する成人病を抑制するために、２００８年５月

２８日の香港立法会（香港の立法機関）で成立しま

した。約２年間の猶予期間を経て、２０１０年７月

１日から施行されます。同法には、�消費者の

健全な食品選択を推進する、�公衆の健康に役

立つよう食品調合に健全な栄養原則を適用する

ことを食品製造業者に促す、�栄養情報に関し

て誤解を招くあるいは誤った表示・強調表示を

規制する、という３つの目的があります。

食品栄養表示法の内容は日本の栄養表示基準

より厳格なもので、日本の健康増進法に規定さ

れた５つの表示項目（熱量、たんぱく質、脂質、

炭水化物、ナトリウム）よりも３項目（飽和脂肪

酸、トランス脂肪酸、糖）多く、また、日本国

内では普及していない、国際基準に沿った検査

も求められています。そのため、単に日本の栄

養成分表示を中国語もしくは英語に訳すだけで

は、この法律をクリアすることはできません。

加えて、様式にある強調表示（例えば、高蛋白

や低脂肪などの比較表示）をパッケージにプリ

ントする場合には、中国ＮＲＶ（ＮＲＶ：栄養素

等摂取目安量）を使用し、基準をクリアしてい

るか数値で示す必要があります。

３．適用免除について

食品栄養表示法は、以下に紹介する４つの原

則に従って制定された１６項目のいずれかに該当

する場合は、適用免除となります。４つの原則

というのは、�食品業者にとって実質的に表示

することが困難（例：パッケージや容器の総表

面積が１００平方センチ未満の場合）、�熱量がゼ

ロ（ゼロの定義あり）で主要栄養素を含まない食

品、�添加物を配合しなくても新鮮で、加工さ

れていない食品（例：生鮮あるいは乾燥させた

野菜・果物）、�年間販売量が３０，０００ユニット

を超えない包装済み食品、といったことです。

海外リポート

対 象 商 品 一般包装済みの飲食品

表 示 項 目 必須の８項目：熱量、蛋白質、炭水化物、総脂肪、飽和脂肪酸、トランス脂肪酸、糖、ナトリウム

様 式
表にしてパッケージのよく見える位置に表示（貼付）
言語は中国語もしくは英語のみ（中国語・英語の双方併記可）、強調表示がある場合は前述の言語と同様でなけ
れば不可

施 行 日 ２０１０年７月１日より表示義務化

罰 則 違反者は最大５万香港ドルの罰金（約６０万円）と禁固６ヵ月

表１ 食品栄養表示制度の概要

（出所）香港食品環境衛生署、食品安全中心 「食品栄養表示法セミナー」配布資料
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１６項目の具体的内容については表２をご参照下

さい。

４．食品栄養表示法施行で想定される影響

考えられる１つ目の影響は、日本の商品パッ

ケージによく見られる「高蛋白」や「低脂肪」

などの強調表示を用いた表記に関するものです。

香港における日本の食品への信頼性は高く、こ

の点はパッケージの強調表示が重要な役割を果

たしています。しかし、同法の施行により、基

準等の問題でこの表示ができなくなった場合、

日本のメーカーは香港への輸出商品について

パッケージ変更を余儀なくされ、ひいては製造

コストの増加を招くことが考えられます。また、

年間３０，０００ユニット以下の商品で、同法の適用

免除に関する事前申請を行った場合は、強調表

示を行うことが禁止（少量免除と強調表示の併

用禁止）されます。香港側のバイヤーにおいて

も、強調表示されていないことで商品のアピー

ル度が低下し、今まで香港人に受け入れられて

いた商品が販売不振に陥ることも想定されます。

２つ目として、香港への輸出商品のためだけ

にパッケージのやりかえを行うことで生じるコ

スト増を理由として、輸出を断念する企業が出

てくることが想定されます。これは日本だけで

なく、香港に輸出している他の国々のサプライ

ヤーにも言える事であり、殆どの食品を輸入に

頼っている香港において、輸入食品の商品数（種

類）が激減することも懸念されます。

３つ目は、同法に対応するために負担しなけ

ればならないコストそのものの問題です。栄養

成分の検査費用は、香港食品環境衛生署が推奨

する検査機関での成分検査の場合、検査対象の

最小単位となる１ユニットあたり約５万円の費

用がかかるということです。しかもこの１ユ

ニットの定義については、同じ成分の食品で

あっても、容量や香り・風味等が違うだけで、

別のユニットとみなされます。そのため、取り

扱いユニットの増加とともに、コストも増加し

ます。また少量免除の事前申請を行う場合、１

ユニットあたり毎年３４５香港ドル（約４，１４０円）、

以後、毎年更新するには３３５香港ドルを支払わ

なければなりません。（注：３０，０００ユニット以

下の商品で成分表示免除を受ける為には事前申

請と毎月の販売数報告が必要となる）

香港のバイヤーにヒアリングしたところ、前

述のコストについてはサプライヤー側が負担す

るという香港の慣習があるそうです。全ての取

引がそうであるとは断定できませんが、コスト

負担のあり方について、今後バイヤーとサプラ

イヤーとの間で争点となることでしょう。

�アルコールの含有量が１．２％以上 �熱量ゼロ、主要栄養素を含有しない

�飲食店で販売、通常即消費されるもの �無添加・未調理の肉魚

�１つの品目として販売するために、個々にしゃれた包装を施
した菓子類

�下準備を行った同場所で販売

�個別保存された保存果実 �即座に消費されることを意図せず、加熱処理は一切行われて
いないスープパック

	包装の総表面積が１００平方センチ未満 
慈善団体が慈善イベント会場で販売

�無添加の野菜や果物（冷凍・乾燥を含む） �加工処理された場所もしくは隣接地での販売


無添加炭酸水 �飲食店への卸売り

�水・ミネラルウォーター �年間販売量３０，０００ユニット以下（事前申請必要）

表２ 適用免除に該当する１６項目

（出所）香港食品環境衛生署、食品安全中心 「食品栄養表示法セミナー」配布資料
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５．香港バイヤー側の対応

香港に拠点を持ち日本の食品を取り扱う卸業

者に、同法施行に伴う対応等について話を伺い

ました。

バイヤーとしてまず心配しているのは、サプ

ライヤー（日本の食品メーカー）が、はたして今

回の法律に則った８項目の栄養成分データを提

出できるのかということです。同法に対応した

日本語データを受領できれば、それを翻訳した

成分表示ラベルの作成や商品への貼付はバイ

ヤー側で対応するとの回答でした。ただしサプ

ライヤー側に成分分析にかかる費用負担が発生

することから、輸出を断念する相手先も現れる

ことが予想され、場合によっては同法に対応可

能な新たな取引先開拓の必要性もでてきます。

もう一つの悩ましい点は、実際に取り扱ってい

る日本の食品品目のうち、年間販売数が３０，０００

ユニットを超える商品はわずかで、前述の通り

１ユニット毎に免除申請をすると、かなりの件

数になり、事務面やコスト面での負担増加が予

想されます。従って、あえて免除申請を行わず、

サプライヤーに各ユニット毎の成分表を提出し

てもらい、ラベル貼付のみで対応するかどうか

を、コスト面も含め検討しなければならないと

の事でした。

６．最後に

今回の食品栄養表示法施行により、香港の店

頭にならぶ輸入食品に変化が見られることは間

違いありません。輸入食品に依存している香港

ですから、同法施行後に様々な問題や反発が巻

き起こることも考えられますが、今のところ法

に則って対応せざるを得ません。香港に拠点を

持つ日系食品大手メーカのように、既に「食品

栄養表示法」に対応した表示に変更して販売を

行っているところもあります。一方で、施行を

機に、これから販路を見出そうとしている食品

企業において、対応次第で追い風となり、販路

拡大のチャンスとなるかもしれません。最近、

この「食品栄養表示法」に関するセミナーが、

日本の各地でも行われていることから、日本の

食品関連企業の間でも同法施行を前に関心が高

まっていることが窺えます。

本件に関するご質問等がございましたら、取

引店を通じて当香港駐在員事務所までお問い合

わせ下さい。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

参考資料：香港食品環境衛生署、食品安全中心「食品栄養表示法
セミナー」配布資料

海外リポート

食品栄養表示法「未対応」の成分表示
（脂質のみで、飽和脂肪酸、トランス脂肪酸が成分表示されてい
ない。中国語もしくは英語の表記もない。）

食品栄養表示法「対応済み」の成分表示
（熱量以下、規定８項目が表示記載されて
いる）
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九州の鉱工業生産動向
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（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］…………持ち直しの動きが持続している

２００９年１０月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、半導体や一般機械などの生産が改善し、

前月比０．２％上昇し８ヵ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産は持ち直しの動きが持続

しています。

［業種別動向］…………電子部品・デバイス工業、一般機械工業などで上昇

鉱工業生産指数の前月比０．２％上昇について、業種別に寄与度を見ると、国内向けゲームや携帯電

話、家電用の部品生産で電子部品・デバイス工業、数値制御ロボットなどで増産している一般機械工

業などが寄与しました。トータルでは全１７業種中９業種でプラスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………先行き不透明ながら、持ち直し傾向が継続している

福岡県の景気は、生産活動の増加が持続しており、先行きについては不透明感があるものの、持ち

直し傾向が継続しています。

生産活動は、多くの業種で前年同期比プラスとなり、総合指数は７ヵ月連続で前月比上昇しました。

公共投資額は微減となりましたが、ほぼ前年並みの水準です。また、企業倒産は件数、負債総額とも

に減少しています。

消費の面では、大型小売店販売額や住宅投資は依然として前年割れが続いているものの、マイナス

幅は縮小しています。

［生産活動］……………総合指数は７ヵ月連続で上昇

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８８．５と、前月比４．５％上昇しま

した。

総合指数の上昇は７ヵ月連続となり、生産活動

は緩やかながらも持ち直し傾向が継続しています。

主要業種では、輸送機械が前月比１１．２％と上昇

した一方で、化学は同８．１％の低下となりました。

［大型小売店］……………百貨店は減少、スーパーは微増

大型小売店全体では前年同月比４．７％減の５２６億

円となり、１５ヵ月連続の前年割れとなっています。

百貨店では、主力の衣料品などが引き続き低迷

し、前年同月比１１．７％減となりました。

一方スーパーでは、新規出店による売上増加が

寄与したほか、飲食料品が堅調で、前年同月比

１．７％増加しました。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………１１ヵ月連続の前年割れ、減少幅は縮小

１０月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比１．６％

減の８５０戸、貸家で同４５．２％減の９７３戸、分譲で同

３３．３％減の５３０戸となり、全体では同３３．０％減の

２，３６４戸となりました。

着工件数は貸家で１１ヵ月連続、分譲は８ヵ月連

続の前年割れとなりましたが、持家ではほぼ前年

並みの水準となりました。全体では、前年比５０％

前後で推移していた減少率が３３．０％に縮小しまし

た。

［公共工事］……………請負件数は増加、金額は微減

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数では前年同月比４．２％増の１，１１０件となったも

のの、金額が同０．７％減の４５１億円と、僅かながら

３ヵ月振りに減少に転じました。

なお、ここ４ヵ月のトレンドをみると、景気対

策としての工事前倒し発注などによる押上げ効果

がうかがわれます。

国・県の発注金額は増加しましたが、市町村や

独立行政法人等が減少したことで、合計では微減

となりました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに減少

１１月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比３６．７％減の３１件となり

ました。

また負債総額は、大手マンションデベロッパー

の破綻などにより２９０億円を計上した前年同月に

比べ、８０．３％減の５７億４，０００万円と大きく減少し

ました。

ここ２ヵ月間の減少トレンドは、景気対策によ

る中小企業への資金支援策などが奏功したものと

考えられます。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………厳しい状況のなか、生産活動などに回復の
動きが見られる

消費や住宅投資分野を中心として厳しい状況が続いていますが、生産活動などに回復の動きが見ら

れます。

生産面では、電子部品・デバイスの増産などで、総合指数は前月比４ヵ月連続で上昇しました。ま

た、公共工事は４ヵ月連続で前年比増加し、企業倒産の負債総額は低水準で推移しています。一方、

所得環境は依然厳しい状況が続いており、個人消費や住宅建設全体は低調な状態が続いています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスの増産により、総合指数は
４ヵ月連続で上昇

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８４．３と前月比３．６％上昇しまし

た。

輸送機械や食料品・たばこは低下したものの、

集積回路など電子部品・デバイスの増産で、総合

指数は４ヵ月連続で上昇しました。

［大型小売店］……………１２ヵ月連続で前年比マイナス

１０月の県内大型小売店販売額は、前年比５．３％

減の１３７億円と前年実績を下回りました。消費者

の節約志向は依然強く、前年比減少は１２ヵ月連続

しています。

気温が高めに推移し主力の衣料品は前年比

１１．８％減、飲食料品は同１．６％減少しました。た

だ、エコポイント効果で家庭用電気機械器具は前

年比９．２％増加しました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………分譲などの落込みにより前年比４８．０％減

１０月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

４８．０％減の６４８戸と、４ヵ月連続で前年を下回り

ました。

所得や雇用環境の悪化により住宅建設は低調で、

持家は前年比２１．８％減の３３７戸、貸家は同５７．６％

減の２４４戸、分譲は同６９．４％減の４８戸と最も落込

みが大きくなりました。

［公共工事］……………件数は減少、請負金額は４ヵ月連続で増加

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２．８％減の７７７件、金額が同１３．９％増

の２４９億円と、件数はやや減少、請負金額は４ヵ

月連続で前年比増加しました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は八代港

岸壁改良工事などで前年比７４．０％増加したほか、

「市町村」では山鹿市立病院改築工事などにより

同１８．２％増加しました。

［企業倒産］……………負債総額は低水準で推移

１１月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年と同数の１３件、負債総額が同

７９．６％減の１５億４，０００万円となりました。

倒産は全て１０億円以下の小口倒産で、緊急融資

制度の効果などにより、負債総額は低水準で推移

しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］…………厳しい状況が続くなか、一部に持ち直しの動
きが見られる

消費分野を中心に厳しい状況が続いていますが、生産など一部に持ち直しの動きが見られます。

生産面では、電子部品・デバイスは上昇したものの、一般機械などの低下により鉱工業生産総合指

数は前月比横ばいとなりました。大型小売店販売額は前年割れが続いており、住宅投資の動きは弱く、

公共工事は７ヵ月ぶりに前年比減少しました。また企業倒産は低水準ながら、負債総額は２ヵ月連続

で前年を上回りました。

［生産活動］……………一般機械や食料品などが低下し、総合指数は前
月比横ばい

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比０．４％低下し１２１．２となり

ました。

電子部品・デバイスは半導体や水晶振動子の増

産で上昇したものの、一般機械、食料品・たばこ、

輸送機械などは低下し、総合指数も６ヵ月ぶりに

低下しました。

［大型小売店］……………売上減少続くが減少率は縮小

１０月の県内大型小売店販売高は、依然減少が続

き、前年比３．８％減の９０億円となりましたが、減

少率は３ヵ月続けて縮小しています。

主力の衣料品は前年比９．６％と大きく減少しま

したが、エコポイント制度を活用した家庭用電気

機械器具は同１４．９％増加しました。業態別では、

百貨店は前年比３．２％減、スーパーは同４．３％減少

しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………持家や分譲の減少などで前年比１３．７％減少する
も貸家は好調

１０月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１５．３％減の２２２戸、貸家では同９．９％減の３２６戸、

分譲で同１８．８％減の５６戸となり、全体では同

１３．７％減の６０７戸となりました。但し、県北地区

では進出企業向けの住宅供給の動きがみられ、貸

家の着工戸数を押し上げています。

［公共工事］……………請負金額は「県」や「市町」の発注減などにより
７ヵ月ぶりに前年比減少

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３．２％増の５１２件、金額が同１２．０％減

の１６９億円と、前倒しでの発注が続いていた請負

金額は７ヵ月ぶりに前年比減少しました。

大型工事としては、佐世保市高砂駐車場整備、

松浦市阿翁地区広域漁港整備などがありましたが、

発注者別で前年比増加したのは、「独立行政法人」

（前年比１２．６％増）、「その他」（同１１．２％増）のみと

なっています。

［企業倒産］……………負債総額は２ヵ月連続で前年を上回る

１１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比３３．９％減の１０件、負債総額

が同２６．８％増の２４億２，０００万円となりました。

負債額１０億円超の大型倒産はなかったものの、

負債総額は２ヵ月連続で前年実績を上回りました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４

１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．２ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．９ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．６ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６

１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．３ ▲４．１ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．９ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０８ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８

１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６７０ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４４ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） pは速報値、rは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大型

小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．９ １０２．０ ０．１ １０１．２ ▲５．８ １１７．６ ６．０ １１８．１ ９．３ １１３．０ ▲２．２ １０１．４ ▲１．２ １１５．８ ▲９．８

１０ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２
１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０

１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．６ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３６．９ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．２ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．４ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９

１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３８ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００８．９ １０２．６ ▲１．３ ８９．９ ▲４．１ １３４．６ ０．５ ６４．９ ▲３０．０ １０１．６ ２０．７ １０１．９ ０．９ １２０．１ ４．７

１０ ９９．６ ▲７．６ ９５．７ ０．０ １３０．３ ▲９．２ ６２．２ ▲４２．１ １００．４ ８．１ ９７．５ ▲１０．５ １２７．６ １４．１
１１ ９７．１ ▲１２．６ ９５．９ ▲２．６ １１８．９ ▲２２．９ ５６．６ ▲４３．２ １０２．１ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．１ １８．８
１２ ９３．０ ▲１１．３ ９３．４ ▲１．１ １１２．１ ▲２２．２ ６３．０ ▲４０．１ １０１．７ ２７．８ ８９．７ ▲１１．５ １４３．３ ２５．８

２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６
２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．２ ３．１ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．７ ▲１８．６ １０２．９ ▲１４．４
１０

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５

１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．６ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２９．０ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４

１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３９ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．９ １２５．４ １９．５ １８７．８ ９０．３ １０７．３ ▲１．５ ３７．７ ▲２７．０ １４８．９ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１

１０ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １１２．６ ▲７．８ １３６．７ ▲２５．８ １０６．９ ５．４ ３７．８ ▲３５．１ １６７．１ １０．４ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １２１．７ ▲３．９ １９８．６ ▲２．４ １２０．２ １６．５ ４４．１ １６．０ １３２．１ ▲１３．０ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １２１．２ ▲３．３ １７８．０ ▲５．２ １０８．８ １．４ ３９．６ ５．０ １２５．０ ▲１６．０ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ ▲１３．４

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０

１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．１ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．６ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ １６．５ ９９．３ ▲２．６

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９

１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

編 集 後 記 �

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

BSI 調査レポートをやっと出稿し終わり、

この１年の動きを振り返っています。何か

と変化の激しい１年でしたが、変化の理由

が明確だったために、劇的な変化を納得し

ながら受け入れたような気がします。この

大きな変化は、数年後どのように評価され

るのでしょうか。年が明けて第二ステージ

が、また始まります。

２年振り２回目となる「福岡モーター
ショー２００９」が福岡市で開催されました。
日本初展示となったインド・タタ自動車の
「ナノ」には多数の観客が集まりました。
一方、国内メーカーの展示では、最新エコ
カーの市販車モデルが多数を占め、エコ
カーが開発から本格的な普及段階に入った
ことが実感されました。前回１１万人に迫る
１０万人超の来場者を集めたこのイベントは、
隔年開催の次回２０１１年にどのような方向を
示すでしょうか。

最近の半導体産業はほんの数ヵ月の間に
状況が大きく変化してしまうほど、動きが
激しく、先の見通しが立てにくい状況にあ
ります。ハーレーダビットソンジャパンの
前代表取締役である奥井俊史氏の言葉にあ
る「三歩先を読み、二歩先を語り、一歩先
を画し、半歩先を行動する」という未来志
向を持つことが、こうした変化の激しい時
代に対応し、勝ち残りを図るためには必要
ではないでしょうか。

島 浦 今 村 花 谷

今回、商談会のお手伝いということで初

めて大連に行って参りました。１１月下旬の

大連の気温は、「氷点下が当たり前」と聞

いていましたので、いま流行のヒートテッ

クの下着を３日分購入し持って行きました。

実際は、１０度以上の日が続きましたが、こ

れは今回の商談会の熱気が運んできてくれ

たものと思います。

北九州市のスペースワールド駅近くに
１９０１年・日本初の官営製鉄所の火が点され
た「東田高炉」があります。７０年間燃え続
けた高炉はモニュメントとして保存され、
その高炉に隣接するように、モノづくりを
テーマに人材育成を図る「イノベーション
ギャラリー」があります。今回取材した山
本工作所も、アーカイブに資料が保存され
ています。戦後の経済発展を支えてきた日
本の技術が次世代に継承されていくことを
期待します。

最近右膝を負傷して、しばらく松葉杖を

使用していました。その時に経験できたこ

とは、香港人の何気ない心遣いです。エレ

ベーターに乗る時、通勤時の地下鉄内、ド

アの開閉時、などなどあらゆる場面で見知

らぬ人々がさりげなく手助けしてくれます。

香港人の優しさを感じることができた瞬間

でした。松葉杖が癖になりそうです。

大 野 大 庭 末 松

ＦＦＧ調査月報２０号 ２００９年１２月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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